
2024年 2月 

約款購入者（利用者）の皆様へ 

民間(七会)連合協定工事請負契約約款委員会 

 

民間(七会)連合協定工事請負契約書用紙の一部訂正について（通知） 

 

民間(七会)連合協定工事請負契約書・契約約款につきましては、令和 5年 1月に一部改正

を行いましたが、昨年（令和 5年）6月、建設発生土に係る関係法令（省令）の改正がなさ

れたため、契約書用紙に引用している省令条数が繰り下がることとなりました（別添の「訂

正表」ご参照）。 

当委員会では、現在、修正・刷り直しを行っているところですが、訂正版の発行は 2024 年

（令和 6年）3月下旬以降の見込みです。 

つきましては、訂正版販売開始までの間は、在庫分を含めて、以下のいずれかの対応をお

取りいただくよう宜しくお願い申し上げます。 

約款購入者（利用者）の皆様には、大変ご不便・ご迷惑をお掛けいたしますが、何卒宜し

くお願い申し上げます。 

記 

 
【対応方法】 

方法① 請負契約を締結するに当たって、訂正表（別添）を契約書と一体として綴じ込

んで契約する。 

方法② 訂正は、引用している省令の条数の繰り下がりのみであり、契約解釈上問題な

いことから現行版をそのまま使用して契約する。 

 

なお、当委員会 HP http://www.gcccc.jp/ においても、上記「訂正表」及び対応方法を

掲載いたしております。 

以 上 

http://www.gcccc.jp/


 

 
 

2024年 2 月 民間(七会)連合協定 工事請負契約書用紙 

訂正表 

 

該当箇所 訂正前 訂正後 

 

 

７．建設発生土の搬出先等について 

 

 

（4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事請負契約書用紙改正 

 

 

 

７．建設発生土の搬出先等について 

（1）乃至（3） （省略） 

 

（4）上記（2）（3）の定めにかかわらず、この工事

が「資源の有効な利用の促進に関する法律」

（平成 3年法律第 48号）の規定により再生資

源利用促進計画の作成を要する工事※である

場合は、受注者は、工事の施工前に発注者に再

生資源利用促進計画を提出し、その内容を説

明しなければならず、工事完成後に発注者か

ら請求があったときは、その実施状況を発注

者に報告しなければならない。（建設業に属す

る事業を行う者の指定副産物に係る再生資源

の利用の促進に関する判断の基準となるべき

事項を定める省令第 7条第 1項及び第 5項） 

※建設発生土については、体積 500 ㎥以上を搬

出する場合に該当 

 

 

７．建設発生土の搬出先等について 

（1）乃至（3） （省略） 

 

（4）上記（2）（3）の定めにかかわらず、この工事

が「資源の有効な利用の促進に関する法律」

（平成 3年法律第 48号）の規定により再生資

源利用促進計画の作成を要する工事※である

場合は、受注者は、工事の施工前に発注者に再

生資源利用促進計画を提出し、その内容を説

明しなければならず、工事完成後に発注者か

ら請求があったときは、その実施状況を発注

者に報告しなければならない。（建設業に属す

る事業を行う者の指定副産物に係る再生資源

の利用の促進に関する判断の基準となるべき

事項を定める省令第 8 条第１項第 1 号、第 5

項及び第 9項） 

※建設発生土については、体積 500 ㎥以上を搬

出する場合に該当 

 

（末尾挿入） 令和６年１月 

©無断複製を禁じる(民間(七会)連合協定) 

訂正は下線部分 


